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定期報告書・計画書の書き方について

【１】
 

定期報告書の作成・提出

【２】
 

計画書の作成・提出

資料２
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この資料の見方

•

 
この資料では、特定荷主が省エネに取り組み、定期報告書・計画書を作成する際の

 考え方を示しています。

•

 
説明に当たり、以下のような仮想的なA社（特定荷主）の事例を取り上げています。

業種 化学工業（プラスチック製造業）

事業場 本社

 
東京都

B工場：β（素材）の製造

 
茨城県

C工場：γ（加工品）の製造

 
千葉県

事業形態 原料αからβを製造。βはγの材料として自社使用するが、

 βも特定顧客に外販。γは多数の顧客に販売。

物流形態 自家物流はB工場－C工場間のみ

工場毎に複数の輸送事業者に委託

※A社の物流量を次に示します。
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A社の主要な輸送のトンキロを総合計：6,212万トンキロ（特定荷主）

※A社の物流量

B工場

C工場

中間処理施設

中間処理施設

最終処分場

荷主の範囲

港

商社

顧客

販売会社

対象外

顧客

最終処分場
非主要

海外

主要

3,650

単位：千トンキロ

40,603

2,209

13,273

1,842
540

合計：62,117千トンキロ
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省エネ法での荷主の範囲：再確認

• 原則貨物の所有権の範囲。産業廃棄物は排出者責任。

• 国内輸送のみが対象。通関の場所を境界とする。

• 継続的な輸送が対象。事業所の移転等に伴う輸送は対象外。

• 事業者全体の輸送が対象。

• 物流の種類別：
– 調達物流：調達側で荷物を取りに行く場合（ミルクラン等）

– 販売物流：荷主としての輸送の中心

– 横もち物流：工場間輸送など

– 廃棄物物流：マニフェストを確認。事業系一般廃棄物は可能な範囲で。

– その他：宅配便、手紙・はがき（社内メール含む）、販促品・サンプル商

 品・カタログ・什器、包装資材（空き容器等をまとめて輸送している場合）、

 レンタル・リース品。

 ※小規模輸送として省略できる場合あり。
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単位系

Ｊ ：  ジュール（熱量単位の一つ）

ｋＪ ： キロジュール ＝ １，０００ Ｊ

ＭＪ ： メガジュール ＝ １，０００ ｋＪ ＝ １，０００，０００ Ｊ ＝ １０６ Ｊ

ＧＪ ： ギガジュール ＝ １，０００ ＭＪ ＝ １，０００，０００ ｋＪ ＝ １０９ Ｊ

原油換算　ｋｌ　［キロリットル］　＝　１ＧＪ×０．０２５８
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【１】
 

定期報告書の作成・提出

•はじめに

•エネルギー使用量の算定方法

•輸送形態の整理

•算定手法の選択

•エネルギー使用量の算定

•定期報告書の作成と提出
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•全ての省エネ活動は自らのエネルギー使用量の把握から始まり
 ます。

（１）特定荷主である場合、定期的に書類を作成し提出する必要があります。
具体的には、モーダルシフト、自営転換の促進等の観点から「省エネ計画の作成」、

 「エネルギー使用量等の定期報告」等が義務づけられます。また、計画的に省エネルギ

 ーにも取り組む必要があります。

（２）特定荷主以外であった場合にも、省エネルギーに努める必要があります。
具体的には「少ないエネルギーの輸送方法を選択」「トラック等の積載率向上など、輸

 送力の利用効率の向上」などの取り組みにより省エネルギーに取り組むことになります。

•エネルギー使用量を適切に把握することにより、省エネ活動を効
 果的に進めましょう。

はじめに
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•エネルギー使用量の算定方法には以下の3種類があります。

エネルギー使用量の算定方法（１）

燃費法

燃料法

トンキロ法

エネルギー使用量
（GJ）

燃料使用量
（kl）

単位発熱量
（GJ/kl）= ×

輸送距離
（km）

燃費
（km/l）

÷

エネルギー使用量
（GJ）

輸送量
（トンキロ）

トンキロあたり

 
燃料使用量
（l/トンキロ）

= ×

【トラック】

単位発熱量
（GJ/kl）× ×

1

1000

エネルギー使用量
（GJ）

輸送量
（トンキロ）

エネルギー使用原単位
（MJ/トンキロ）= ×

【船舶、鉄道、航空機】

×
1

1000

×
1

1000
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•エネルギー使用量の算定方法を精度とデータ収集の困難さから
 見ると次のようになります。

エネルギー使用量の算定方法（２）

精度
データ収集

 の困難さ

•自社分のみの燃料使用量

 
を入手する必要があります。
•混載の場合は荷主別按分

 
が必要です。

•混載の場合は荷主別按分

 
が必要です。

•燃費を実測できれば精度

 
が高くなります。

•自社分の燃料を直接実測

 
できれば最も精度が高くな

 
ります。

•みなし算定ができますが、

 
みなしが多くなればそれだ

 
け実態との差異が発生しま

 
す。

•荷主側のデータだけでも

 
最小限算定が可能です。

燃費法

燃料法

トンキロ法
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•また算定手法により取組効果が反映できるものとできないものが
 あります。

エネルギー使用量の算定方法（３）

燃費法

燃料法

トンキロ法

削減効果が反映される範囲

モーダルシフト・

 輸送機器の大型化
積載率の向上 燃費の向上

【トラック】

【船舶、鉄道、航空機】

（実測燃費の場合）

物流量の削減
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•算定手法は、①データの入手可能性
 

と
 

②取組効果を反映する
 ために求められる精度

 
との関係から選択します。

•①や②は、以下のような輸送形態により違いが生じてきます。
–輸送機関（トラック、船舶、鉄道、航空機）
–利用形態（自家物流、貸切、混載）
–輸送手段の管理主体（荷主、物流子会社、実運送会社）

•まずは荷主としての輸送範囲（エネルギー使用量の算定範囲）の
 輸送形態を整理してみましょう。

輸送形態の整理
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A社では算定対象の輸送について、以下のように輸送形態を整理しました。

輸送形態の整理：A社の場合

B工場

C工場

中間処理施設

中間処理施設

港 顧客

販売会社
顧客

最終処分場

船舶

トラック

トラック

鉄道

（貸切便）

（貸切便）

トラック

（貨物船）

船舶 （フェリー）

※代表的な輸送機関を示しています。

トラック

（貸切便）

トラック

（混載便）

トラック （自社便）

トラック （貸切便）

トラック （貸切便）

（混載便）
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•算定手法は、①データの入手可能性
 

と
 

②計測したい取組効果
 とを考慮して選択します。

•一般的には、①を考慮すると以下のように算定手法を選択できる
 と考えられます。

【トラック】
自社便、専属便* →

 
燃料法、燃費法、（トンキロ法）*

区間貸切便（単一荷主）

 
→

 
燃費法、（トンキロ法）*

区間貸切便（複数荷主）

 
→

 
燃費法、トンキロ法

混載便（特積など）

 
→

 
トンキロ法

【船舶】
自社船（専用船）

 
→

 
燃料法、燃費法、トンキロ法

上記以外

 
→

 
トンキロ法

【鉄道・航空機】
通常

 
→

 
トンキロ法

算定手法の選択（１）

*トンキロを個別に

 把握している場合
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•あわせてどんな削減取組を行うか考えましょう（②）。

例えば、エコドライブの効果を把握したい場合には、燃料法か燃費法で実測燃費を適

 用する必要があります。

※削減取組の計画とも連動します。並行して検討しましょう。

•算定対象となるそれぞれの輸送がどの程度エネルギー使用量に
 影響を与えるかも考慮すべき要素です。

※小規模であれば精緻に算定しても全体に影響を与えません。

算定手法の選択（２）
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A社では各輸送の算定手法を①データの入手可能性

 
と

 
②計測したい取組効

 果を元に輸送規模も踏まえ以下のように選択しました。

算定手法の選択：A社の場合

B工場

C工場

中間処理施設

中間処理施設

港 顧客

販売会社
顧客

最終処分場

船舶

トラック

トラック

鉄道

（貸切便）

（貸切便）

トラック

（貨物船）

船舶 （フェリー）

※代表的な輸送機関を示しています。

トラック

（貸切便）

トラック

（混載便）

トラック （自社便）

トラック （貸切便）

トラック （貸切便）

（混載便）

燃費法

トンキロ法

トンキロ法

トンキロ法
トンキロ法

燃料法

トンキロ法
燃費法

トンキロ法

燃料法

燃費法
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•燃料法では燃料使用量からエネルギー使用量を算定します。

•燃料使用量は燃料の種類（ガソリン、軽油等）ごとに委託先の輸
 送事業者（自家輸送の場合には自社）から入手して把握します。

エネルギー使用量の算定：燃料法（１）

燃料法
エネルギー使用量

（GJ）
燃料使用量

（kl）
単位発熱量

（GJ/kl）= ×

燃料使用量

輸送事業者 ○

荷主 ×

燃料法におけるデータ入手可能性

※輸送事業者にも把握できない場合があります。データ提供を求める場合には、データの内容

 や頻度等について、輸送事業者の作業負荷等に十分配慮することが必要です。

なお、輸送事業者からデータ提供を求める際の参考とな

 るデータ交換ガイドラインを国から示しています。

荷主Ｗｅｂ

 

サイトへ

 

アクセス
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•燃料使用量の把握方法には次のような方法があります。

■貸切便で自社マークのついた車両や自社車両など一定期間で専用利用する場合
〔車両ごとに把握する場合〕
•車載機等で燃料使用量を把握する。
•燃料の購入伝票を収集し、燃料使用量とみなす。
•自社又は委託先スタンドで管理している給油データを利用する。

〔車両全体で把握する場合（全体が自社の専用便で専用給油設備がある場合）〕
•全体の燃料使用量を燃料購入量と燃料タンクの在庫変動から求める。

■貸切便で１日毎、１区間毎等で荷主が変わる場合
•車載機等で自社向けに使用した時の燃料使用量が特定できる場合にはその量とする。
•１回の給油で走行する間に複数荷主の荷物を輸送した場合には、荷主ごとの輸送距離

 等を用いて按分する。

■共同輸配送等、混載の場合
•貸切便と同様に把握した後、荷主別に按分する。

エネルギー使用量の算定：燃料法（２）

按分について

※実車時の燃料使用量を把握することが基本ですが、空車を含めて把握することもできます。
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•燃費法では燃費と輸送距離からエネルギー使用量を算定します。

•燃料使用量は燃料の種類（ガソリン、軽油等）ごとに把握します。
 また、燃費、輸送距離は実測や外部設定値を用いて把握できます。

エネルギー使用量の算定：燃費法（１）

エネルギー使用量
（GJ）

単位発熱量
（GJ/kl）= ×

燃費法におけるデータ入手可能性

※輸送事業者にも把握できない場合があります。データ提供を求める場合には、データの内容

 や頻度等について、輸送事業者の作業負荷等に十分配慮することが必要です。

燃費法

輸送距離
（km）

燃費
（km/l）

÷

燃料使用量（kl）

精度

燃費 輸送距離

輸送事業者 ○（実測） ○（実測）

荷主 ○（外部設定値） ○（推定）

×1/1000

なお、輸送事業者からデータ提供を求める際の参考とな

 るデータ交換ガイドラインを国から示しています。

荷主Ｗｅｂ

 

サイトへ

 

アクセス
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•燃費の把握方法には次のような方法があります。

〔車両ごとに把握する場合〕
•ある一定の期間における燃料購入量等による燃料使用量＊や走行距離＊といった実測

 データをもとに、車両ごとの燃費を把握する。

〔車両全体（車種単位）で把握する場合〕
•同じ車種単位ごとに、ある一定の期間における燃料使用量や走行距離といった実測デ

 ータをもとに、車両ごとの燃費を把握し、車種単位の燃費データを定める。

•輸送距離
基本的に発着地点を指定した荷主が推計しますが、以下のようなデータを入手できる

 場合にはそれを用いることもできます。
•実輸送距離
•輸送計画上の距離（発着地点間道のり）
•輸送みなし距離（都道府県庁所在地間道のり）

■共同輸配送等、混載の場合
•総燃料使用量を把握した後、荷主別に按分する。

エネルギー使用量の算定：燃費法（２）

按分について

※実車時の燃料使用量を把握することが基本ですが、空車を含めて把握することもできます。

*運転日誌などの記録が利用できます。
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•トンキロ法では輸送量からエネルギー使用量を算定します。

•トンキロ法では貨物重量、輸送距離、積載率の把握が必要です。

エネルギー使用量の算定：トンキロ法（１）

トンキロ法におけるデータ入手可能性

※輸送事業者にも把握できない場合があります。データ提供を求める場合には、データの内容

 や頻度等について、輸送事業者の作業負荷等に十分配慮することが必要です。

精度

トンキロ法

エネルギー使用量
（GJ）

輸送量
（トンキロ）

トンキロあたり

 
燃料使用量
（l/トンキロ）

= ×

【トラック】

単位発熱量
（GJ/kl）× ×

1

1000

エネルギー使用量
（GJ）

輸送量
（トンキロ）

エネルギー使用原単位
（MJ/トンキロ）= ×

【船舶、鉄道、航空機】

×
1

1000

貨物重量 輸送距離 積載率（トラックのみ）

輸送事業者 ○（実測／換算） ○（実測） ○（実測）

荷主 ○（実測／換算） ○（推定） ○（外部設定値）

なお、輸送事業者からデータ提供を求める際の参考とな

 るデータ交換ガイドラインを国から示しています。

荷主Ｗｅｂ

 

サイトへ

 

アクセス
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•貨物重量
基本的に荷主が把握します。実重量で把握するのが望ましいですが、難しい場合には

 荷物種類別又は一律に容積から換算します。

•輸送距離
基本的に発着地点を指定した荷主が推計しますが、以下のようなデータを入手できる

 場合にはそれを用いることもできます。
•実輸送距離
•輸送計画上の距離（発着地点間道のり）
•輸送みなし距離（都道府県庁所在地間道のり）

•積載率

■輸送区間毎に把握する場合

 
積載率＝貨物重量／最大積載量

■まとめて集計して把握する場合

 
1ヶ月等の単位で、次のように求めます。

•平均的な積載率（代表的な輸送状態の積載率の単純平均）
•積載効率＝輸送トンキロ／能力トンキロ（＝最大積載量×輸送距離）

■積載率の把握が困難な場合

 
最大積載量別に設定した平均積載率を使用

エネルギー使用量の算定：トンキロ法（２）
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•燃料法又は燃費法については、複数荷主での混載輸送の場合、荷主間で燃料

 使用量（エネルギー使用量）を按分する必要があります。

エネルギー使用量の算定：按分について

車両全体

10GJ = 6GJ

6t 4t

4GJ+

荷主A 荷主B

※エネルギー使用量は車両全体として求められるため、複数の荷主
がその車両を利用している場合には、按分が必要となる。

標準手法（目標） 輸送区間別の貨物重量（トン）按分

標準手法（当面） 輸送トンキロ按分

代替手法
貨物重量（トン）按分

輸送料金按分

按分手法一覧
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エネルギー使用量の算定：関連データ（１）

No. 燃料・電気の種類 単位 単位発熱量

1 揮発油（ガソリン） kl 34.6 GJ/kl

2 軽油 kl 37.7 GJ/kl

3 A重油 kl 39.1 GJ/kl

4 B・C重油 kl 41.9 GJ/kl

5 液化石油ガス(LPG) t 50.8 GJ/t

6 ジェット燃料油 kl 36.7 GJ/kl

7 電気（昼間） 千kWh 9.97 GJ/千kWh

8 電気（夜間） 千kWh 9.28 GJ/千kWh

9 電気（上記以外） 千kWh 9.76 GJ/千kWh

単位発熱量

燃料 最大積載量（kg） 営業用 自家用
軽貨物車 9.33 10.3

～1,999 6.57 7.15
2,000kg以上 4.96 5.25

～999 9.32 11.9
1,000～1,999 6.19 7.34
2,000～3,999 4.58 4.94
4,000～5,999 3.79 3.96
6,000～7,999 3.38 3.53
8,000～9,999 3.09 3.23

10,000～11,999 2.89 3.02

１2,000～16,999 2.62 2.74

自動車

輸送の区分 燃費（km/l)

ガソリン

軽油

燃費データ（みなし値）

※都市ガスはガスの種類毎の値を用いましょう。

出典：経済産業省告示「貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係るエネルギーの使用量の算

 定の方法」
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エネルギー使用量の算定：関連データ（２）

トンキロ法の標準原単位（トラック）

積載率が不明な場合の輸送トンキロ当たり燃料使用量

自家用 営業用 自家用 営業用
軽貨物車 10% 41% 2.74 0.741

～1,999 10% 32% 1.39 0.472
2,000以上 24% 52% 0.394 0.192

～999 10% 36% 1.67 0.592
1,000～1,999 17% 42% 0.530 0.255
2,000～3,999 39% 58% 0.172 0.124
4,000～5,999 0.102 0.0844
6,000～7,999 0.0820 0.0677
8,000～9,999 0.0696 0.0575

10,000～11,999 0.0610 0.0504
１2,000～16,999 0.0509 0.0421

最大積載量
（kg）

積載率が不明な場合
平均積載率 原単位車種

62%

軽・小型・
普通貨物車

ガソリン

小型・普通
貨物車

軽油

燃料

49%

【ガソリン車】

 

ln x=2.67 -0.927 ln (y/100) -0.648 ln z
【ディーゼル車】

 

ln x=2.71 -

 

0.812 ln (y/100)-

 

0.654 ln z
ただし、x:輸送トンキロ当たり燃料使用量(l)、y:積載率(%)、z:最大積載量(kg)

 

（有効数字2桁）。なお上記は

 
自然対数。

積載率10％未満の場合は、積載率10％の時の値を用いる。

輸送機関
エネルギー使用原単位

(MJ/トンキロ)

鉄道 0.491

船舶 0.555

航空機 22.2

輸送機関別の輸送トンキロ当たり

 エネルギー使用量

出典：経済産業省告示「貨物輸送事

 業者に行わせる貨物の輸送に係るエ

 ネルギーの使用量の算定の方法」
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燃料使用量
燃料種 区分 l

ガソリン

軽油 4t車 33,135 3t車含む
10t車 75,274

その他（　　　）

備考
車種

合計

A社ではトラックの自社便と貸切便の一部では燃料法を用います。
ここでは港からB工場への輸送を取り上げます。

エネルギー使用量の算定：A社の場合（１）

B工場港

トラック （貸切便）燃料法

輸送事業者α 荷主

108,409l ×1/1000×37.7GJ/kl

＝4,087GJ

専属で貸切便の輸送を行っている輸送事業者αからデータを入手し、エネ

 ルギー使用量を4,087GJと算定しました。
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平均燃費
燃料種 最大積載量(kg) 区分 km/l

ガソリン 軽貨物
～1,999
2,000以上

軽油 ～999
1,000～1,999
2,000～3,999
4,000～5,999
6,000～7,999
8,000～9,999 8t車 3.96
10,000～
12,000以上

その他（　　　）
合計

車種

A社ではトラックの貸切便の一部と船舶の貨物船では燃費法を用います。
ここではC工場から販売会社へのトラック輸送を取り上げます。

エネルギー使用量の算定：A社の場合（２）

輸送事業者 荷主

283,514km ／ 5.17km/ll 
×1/1000×37.7GJ/kl

＝2,067GJ

貸切便の輸送を行っている各輸送事業者（β1,β2,・・・）から燃費を入手し、

 自ら把握した輸送距離とでエネルギー使用量を49,538GJと算定しました。

C工場 販売会社

トラック （貸切便）
燃費法

・・・

49,538GJ

自ら把握

平均燃費
燃料種 最大積載量(kg) 区分 km/l

ガソリン 軽貨物
～1,999
2,000以上

軽油 ～999
1,000～1,999
2,000～3,999
4,000～5,999 4ｔ車 5.17

6,000～7,999
8,000～9,999
10,000～ 10ｔ車 3.26
12,000以上 13t車 3.20

その他（　　　）
合計

車種
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A社ではトラックの貸切便の一部と混載便、鉄道輸送と船舶輸送の一部ではトン

 キロ法を用います。ここではC工場から顧客へのトラック輸送を取り上げます。

エネルギー使用量の算定：A社の場合（３）

各トラック輸送事業者（γ1,γ2,・・・）から最大積載量と最大積載量区分別のトンキロ

 を入手し、みなし積載率を用いてエネルギー使用量を3,350GJと算定しました。

C工場 顧客

トラック （混載便） トンキロ法

輸送事業者 計算値荷主

176,550t・km × 0.0977l/t・km 
×1/1000×37.7GJ/kl

＝650GJ

3,350GJ

・・・

輸送量 積載率
（車種別平均）

燃料種 最大積載量(kg) 区分 トンキロ ％
ガソリン 軽貨物

～1,999
2,000以上

軽油 ～999
1,000～1,999
2,000～3,999
4,000～5,999
6,000～7,999
8,000～9,999
10,000～11,999
12,000以上 13t車 190,000 62

その他（　　　）

190,000

車種

合計

輸送量 積載率
（車種別平均）

燃料種 最大積載量(kg) 区分 トンキロ ％
ガソリン 軽貨物

～1,999
2,000以上

軽油 ～999
1,000～1,999
2,000～3,999
4,000～5,999 4t車 176,550 62
6,000～7,999
8,000～9,999
10,000～11,999 10ｔ車 458,000 62
12,000以上

その他（　　　）

634,550

車種

合計
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A社では主要でない輸送としてB工場から最終処分場までのトラック混載輸送が

 あります。これを評価したところ、全体の概算値（約11万GJ）と比較して1%未満* 
であることを確認したため、小規模輸送として省略することとしました。

エネルギー使用量の算定：A社の場合（４）

全体の概算値

B工場

最終処分場

トラック

（混載便）

トンキロ法

×1% ＝ 約1,100GJ ＞約11万GJ

B工場→最終処分場

10万トンキロ未満

 

×0.0573l/トンキロ

 ×

 

1/1000 ×

 

37.7GJ/kl
＝

216GJ未満

最大積載量４～６t、

 積載率100％と想定

*1％未満でも省エネ取り組みとして重要な場合、今後の増加が

 
見込まれる場合等は算定対象に含める方が妥当といえます。
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A社では算定対象の輸送のエネルギー使用量を以下のように算定しました。

エネルギー使用量の算定：A社の場合（５）

B工場

C工場

中間処理施設

中間処理施設

港 顧客

販売会社

最終処分場

船舶

トラック

トラック

鉄道

（貸切便）

（貸切便）

トラック

（貨物船）

船舶 （フェリー）

トラック

（貸切便）

トラック

（混載便）

トラック （自社便）

トラック （貸切便）

トラック （貸切便）

（混載便）

（省略）

4,087
49,538

3,355

35,928

452

1,998

8,484

69
4,373

407

顧客
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※CO2

 

排出量の算定方法

燃費法

燃料法

トンキロ法

エネルギー使用量
（GJ）=

【トラック】

輸送量
（トンキロ）

CO2排出原単位
（gCO2 /トンキロ）

= ×

【船舶、鉄道、航空機】

×
1

1,000,000

×
排出係数
（tC/GJ） ×

44

12
CO2排出量

（tCO2）

CO2排出量
（tCO2）

燃料・電気の種類 単位 排出係数

1 ガソリン GJ 0.0183 tC／GJ

2 軽油 GJ 0.0187 tC／GJ

3 A重油 GJ 0.0189 tC／GJ

4 B・C重油 GJ 0.0195 tC／GJ

5 液化石油ガス(LPG) GJ 0.0161 tC／GJ

6 ジェット燃料油 GJ 0.0183 tC／GJ

7 都市ガス GJ 0.0136 tC／GJ

8 電気 kWh
電気事業者ごとの

実排出係数 tCO2

 

／kWh

トンキロ法

出典：特定排出者の事業活動に伴う温室

 効果ガスの排出量の算定に関する省令

輸送機関
CO2

 

排出原単位
(gCO2

 

／トンキロ)

鉄道 22

船舶 39

航空機 1,490
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•特定荷主は毎年6月末までに定期報告書を所管地域の経済産業
 局と事業所管省庁地方支分部局等の２箇所に提出する必要があ

 ります。

※定期報告書は、省エネ法様式第20です。

•中長期的に年平均1%削減の目標とするエネルギー消費原単位
 の分母（エネルギー使用量と密接な関係を持つ値）は事業者自ら設定します。

※分母としては、輸送量（トンキロ）、貨物重量（トン）、売上高等が考えられます。

•初年度は前年度比を記載する必要はありません。エネルギー使
 用量、算定手法、エネルギー消費原単位等必要事項を記入して提

 出しましょう。

定期報告書の作成と提出

※定期報告書作成を支援するためのツールが用意

 されています。

※必ずしも輸送量届出書の輸送量と定期報告書の数値が一致する必要はありません。

荷主Ｗｅｂ

 

サイトへ

 

アクセス
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定期報告書の書き方（１）
 

～
 

A社の事例

A社では原単位分母をトンキロとし、エネルギー使用量は2,804kl(原油換算)、
 エネルギー消費原単位は0.0000444kl/トンキロとして定期報告書を提出す

 ることとしました。

代理人が提出する場

 合には委任状を提出

 （ただし既に提出済み等に

 
おいてはその写しでも可）

日本標準産業分類の

 細分類に従って記載

 
（http://www.stat.go.jp/index/ 

seido/sangyo/index.htm）
環境省HPより検索

（http://www.env.go.jp/earth/ 
ghg-santeikohyo/）

経済産業局より指定さ

 れた番号

提出先（事業所管大臣

 及び経済産業大臣）

※所管地域の経済

 産業局と事業所管省

 庁地方支分部局等

 の２箇所に提出

省エネ責任者等

 を記載する。
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定期報告書の書き方（２）
 

～
 

A社の事例

識別（ID）は以下を考慮し

 て任意に設定
・自家輸送／委託輸送
・輸送モード
・輸送形態（調達、販売等）
・算定方法

 

等

合計GJ×0.0258

初年度は記載なしIDの設定方法に関する解

 説、小規模輸送として省略

 したもの、前年度からの変

 更理由

 

等

（）内にその輸送区分を

 特徴付ける名称を記入

※算定範囲を図等で示

 し別紙で添付。その中

 にIDの関係を明示
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定期報告書の書き方（３）
 

～
 

A社の場合

算定対象範囲、拡大推計

 を含む例外的事項、前年

 度からの変更事項等を記

 載

識別（ID）は第1表にあわ

 せる。

※書ききれない場合に

 は詳細を別紙に記載

 （以後同様）

数値×単位発熱量

※必要に応じて行を追加。

 ただし、様式に存在する空

 欄の行は削除しない。

 （以後同様）
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定期報告書の書き方（４）
 

～
 

A社の場合

識別（ID）は第1表にあわ

 せる。

識別（ID）毎に区分内容を

 記載する。

燃料使用量の按分が生じ

 る場合には輸送距離も按

 分して記載

輸送距離／エネルギー

 使用量（数値）
燃料種類毎に記載

※輸送距離の按分が

 難しい場合、燃費には

 適用した自動車の平均

 燃費を記載する。

算定対象範囲、拡大推計

 を含む例外的事項、前年

 度からの変更事項等を記

 載
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定期報告書の書き方（５）
 

～
 

A社の場合

識別（ID）毎に区分内容を

 記載する。

平均積載率はトンキロ法

 の輸送量当たり燃料使用

 量の設定に用いた積載率

 を記載する。

※複数の積載率が混在

 
している場合には、エネ

 
ルギー使用量と輸送量

 
から逆算する。

エネルギー使用量(kl)
輸送量(千トンキロ)×1000

エネルギー使用量(GJ)×0.0258
輸送量(千トンキロ)×1000
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定期報告書の書き方（６）
 

～
 

A社の場合

エネルギー消費原単位の

 分母の値の種類を記載 年度とその時の値を記

 載する。

初年度は記載なし

※原則毎年一定

初年度は記載なし

書ききれない場合には

 詳細は別紙
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定期報告書の書き方（７）
 

～
 

A社の場合

（Ⓐ×Ⓑ×Ⓒ×Ⓓ）1/4

当該年度は右端

初年度は記載なし
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定期報告書の書き方（８）
 

～
 

A社の場合

「該当なし」は、検討した

 が合理化に資するもので

 ないと判断して実施を見

 送った場合等に選択 当該年度に実施した取

 組みを記載する（判断基

 準の内容に限定されな

 い。）
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定期報告書の書き方（９）
 

～
 

A社の場合

有効数字3桁

当該年度

算定方法、単位発熱量や排出係数につ

 いて温対法政省令に基づかないものを

 使用した場合、その内容を記載する。

排出量関連情

 報提供の有無

例：電気自動車の電気の排出係数で

 
電力事業者毎の係数を用いた場合

※有の場合、温対法

 
様式第２を添付

（排出量とともに公表

 
される。）

権利利益保護

 請求の有無

※有の場合、温対法

 
様式第１の２を添付

（請求が認められた

 
場合排出量が公表さ

 
れない。）

※排出量は原則

 
公表される。
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A社の算定範囲と定期報告書の識別(ID)との対応を算定範囲図として示します。
※定期報告書に添付して提出します。

定期報告書の書き方（10）
 

～
 

A社の場合

B工場

C工場

中間処理施設

中間処理施設

港 顧客

販売会社
顧客

最終処分場

船舶

トラック

トラック

鉄道

（貸切便）

（貸切便）

トラック

（貨物船）

船舶 （フェリー）

トラック

（貸切便）

トラック

（混載便）

トラック （自社便）

トラック （貸切便）

トラック （貸切便）

（混載便）

（省略）

ID=1

ID=2

ID=7
ID=9

ID=5

ID=4
ID=10

ID=8

ID=6 ID=3
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【２】
 

計画書の作成・提出

•省エネ対策の計画

•エネルギー使用合理化期待効果の算定方法

•モーダルシフトの例

•物流センターの集約化の例

•計画書の作成と提出
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•省エネ法の目的は、荷主が省エネ活動を通じて省エネルギーを
 達成することです。効果的な省エネ対策を計画しましょう。

省エネ対策の計画

①現状の把握

②目標とすべき

 状態の把握

③基本的な方

 向性の決定

④実施すべき

 対策の決定

•物流の現状と取組の現状把握
•エネルギー使用量の把握

•削減目標の種類（原単位の定義）
•削減目標の値と達成時期
•エネルギー使用量の把握範囲、把握精度

•省エネ効果、コスト変化、効果が得られるまでの期間、社会貢献や環境

 取組での位置づけ、企業イメージ、取組対象範囲

 

等を評価軸として判断

以下の流れで対策を決定する。
•現在の物流実態の把握
•省エネ対策の効果推定による対策の優先順位付け
•実行する上での調整事項の整理と実現の可能性の検討
•実施すべき対策の決定
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A社ではエネルギー使用量の把握結果を踏まえて「物流効率化により、物流コス

 ト削減と省エネとを同時に達成する」を基本方針に対策の検討を行った。

省エネ対策の計画：A社の場合

エネルギー使用合理化期待効果の算定

候補となる

 対策
効果 制約条件・課

 題
連携が必要な

 関係者
実現可能性

省エネ その他

モーダルシフ

 ト
エコレールマ

 ークによるイメ

 ージ向上

リードタイム、

 事故時の対応
着荷主、輸送

 事業者
あり

物流センター

 の集約化
物流コスト削

 減
初期投資、調

 達先の理解
調達先、輸送

 事業者
あり

共同輸配送の

 推進
物流コスト削

 減
他の荷主との

 連携
荷主

 （同業他社)
現状では困

 難

・・・
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•エネルギー使用合理化期待効果（エネルギーの削減量）の算定の基
 本は、対策を行わない場合と対策を行う場合とを比較することです。

•具体的な算定方法は、実施する対策の種類によります。
以下、Ａ社の場合を取り上げ、
・モーダルシフト

 
と

・物流センターの集約化
の例を示します。

•なお、各年のエネルギー使用量の変化とエネルギー使用合理化
 期待効果の和とは一致しません。

※エネルギー使用合理化期待効果はあくまで仮想的な算定値です。

エネルギー使用合理化期待効果の算定方法

エネルギー

 合理化期待効果
（GJ）

= －

対策を実施した場合

 のエネルギー使用量
（GJ）

対策を実施しない場合

 のエネルギー使用量
（GJ）

（削減量） 計画時は推定値

 （実施後は実績値）
計画時は推定値

 （実施後も推定値）
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＜事例の概要＞
•Ａ社では、C工場（千葉）から販売会社C拠点（福岡）に対して鉄道輸送を行って

 いますが、新たにC工場から販売会社B拠点（大阪）へのトラック輸送も製品を納

 期別に整理することにより幹線輸送の一部を鉄道輸送に置き換えることにしまし

 た。最終的には70％、初年度は10％のモーダルシフトを目指します。

エネルギー使用合理化期待効果の算定方法：
 Ａ社の場合＜モーダルシフトの例＞

 
（１）

C工場

販売会社Ａ拠点（東京）トラック

販売会社Ｂ拠点（大阪）

販売会社Ｃ拠点（福岡）

鉄道

鉄道

トラック

対策前 対策後

トラック

70%（初年度10%)

30%

6,160,000

（トンキロ）

18,712,400

16,146,000
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＜取組効果の算定＞
•C工場（千葉）から販売会社B拠点（大阪）へのトラック輸送全体について対策前

 後で比較しました。

•ここではトラックは燃費法、鉄道はトンキロ法で初年度分を算定します。

エネルギー使用合理化期待効果の算定方法：
 Ａ社の場合＜モーダルシフトの例＞

 
（２）

対策前 対策後

トラック 18,712,400トンキロ

主に10ｔ車、平均燃費3.18km/ｌ

2,710,000km ／ 3.18km/l 
× 1/1000 × 37.7GJ/kl

＝ 32,128GJ ①

鉄道 1,871,240トンキロ

＝ 29,994GJ ②

2,710,000km

トラック

主に10ｔ車、平均燃費3.18km/ｌ

残存分：2,439,000km ＋
鉄道末端：13,500km

2,134GJ削減量（①－②）

 

＝ ×0.0258kl/GJ＝ 55kl（原油換算）

90%

10%

29,461GJ（トラック）＋

 

919GJ（鉄道）

（×0.000491GJ/トンキロ）
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＜事例の概要＞
•Ａ社では、B工場からの販売物流とC工場からの販売物流は独自に実施してお

 り、全国で計5箇所の物流センターを持っています。センター業務の効率化が課

 題となっていたこともありこれらを集約化して輸送効率の向上を計画しました。

エネルギー使用合理化期待効果の算定方法：
 Ａ社の場合＜物流センターの集約化の例＞

 
（１）

対策後

主要出荷先 (B工場) (C工場)

Ａセンター

Ｂセンター

Ｄセンター

B工場

C工場

Ｅセンター
Ｃセンター

対策前

(C工場)

Ａセンター

Ｂセンター

Ｄセンター

B工場

C工場

Ｃセンター

※Ｃ工場からＡセンターへの輸送

 
はＣ→Ｂ工場→Aセンターの既存

 
の輸送の空きスペースに相積み
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÷

÷

÷

÷

÷

÷

＜取組効果の算定＞
•集約対象となった輸送（Eセンター関連等）について対策前後で比較しました。

•ここでは燃費法での算定を想定し、初年度の効果は6ヶ月分としています。

エネルギー使用合理化期待効果の算定方法：
 Ａ社の場合＜物流センターの集約化の例＞

 
（２）

対策前 対策後

×

 

1/1000 ×

 

37.7GJ/kl

＝ 2,192GJ ①

幹線

配送

燃費輸送距離

165,782km

29,301km

3.26km/l ＝ 50,853l

5.13km/l ＝

 

5,712l
4ｔ車

58,132l

4ｔ車
1,003km

×

 

1/1000 ×

 

37.7GJ/kl

＝ 1,672GJ ②

Ａセンター

Ｃセンター

燃費輸送距離

5.24km/l ＝

 

191l

127,685km 3.20km/l ＝ 39,902l

44,339l

（各センターの増加分)

520GJ削減量（①－②）

 

＝ ×0.0258kl/GJ ×6/12 ＝ 7kl（原油換算）

22,502km 5.30km/l ＝

 

4,246l

10ｔ車

（Ｃ工場直送、Ｅセンターの削減分)

配送

Ｅ
セ
ン
タ
ー

5,110km 3.26km/l ＝

 

1,567lC工場

13ｔ車

4ｔ車

幹線

配送
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•特定荷主は毎年6月末までに計画書を所管地域の経済産業局と
 事業所管省庁地方支分部局等の２箇所に提出する必要がありま
 す。

※計画書は、省エネ法様式第19です。

•初年度は前年度計画書との比較を記載する必要はありません。
 計画内容及びエネルギー使用合理化期待効果やその他計画に関

 連する事項等の必要事項を記入して提出しましょう。

計画書の作成と提出
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計画書の書き方（１）
 

～
 

A社の場合

A社ではモーダルシフト

 
と

 
物流センターの集約化を対策として取り上げ、

 計画書を提出することとしました。

提出先（事業所管大臣

 及び経済産業大臣）

日本標準産業分類の

 細分類に従って記載

 
（http://www.stat.go.jp/index/ 

seido/sangyo/index.htm）

経済産業局より指定さ

 れた番号

省エネ責任者等を記

 載する。

※所管地域の経済

 産業局と事業所管省

 庁地方支分部局等

 の２箇所に提出

代理人が提出する場

 合には委任状を提出

 （ただし既に提出済み等に

 
おいてはその写しでも可）
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計画書の書き方（２）
 

～
 

A社の場合

Ⅳ その他計画に関連する事項 

計画上の取組みを実

 施する期間を記載する。

※複数年度にまたが

 る場合、平成22－23 
年度等と記入

対策の種類別

計画期間内での効果

 を記載する。

IIに記入した計画に関

 連する上位の計画や

 個々のエネルギー使

 用合理化期待効果が

 算定できないような取

 組み体制等の取組等

 を記載する。

（例） 

・ グループ企業全体でグリーン経営認証の登録を推進している。 

・ 燃費法の導入を視野に特定車両にて実燃費計による計測を開始した。 

・ 認定されたエコドライブ講習会への参加により、グループ企業内はもとより、貨物輸送事業者な

どと連携した燃料消費削減を実施する。 

・ グループ企業内で、エコトレーニング参加やエコドライブ普及員の養成を検討した。 
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